
 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

  ２０２５年１１月 
 

法務省民事局 
 

 

 

 

英語による会社設立登記の申請書等 
作成支援ツール 

 

利用の手引き 
（合同会社編） 

Ver 1.1 



 2 

目  次 

第１章 はじめに ...................................................................................................... 3 

１-１ 本ツールの利用に当たっての留意事項 ............................................................... 3 
１-２ 本ツールの設定 ................................................................................................ 4 
１-３ 本ツールを起動する .......................................................................................... 5 

第２章 入力情報シートへの入力方法 ........................................................................ 6 

２-１ 商号 ................................................................................................................ 6 
２-２ 代表社員情報 ................................................................................................... 7 
２-３ 社員情報 ......................................................................................................... 9 
２-４ 会社の情報 .................................................................................................... 11 
２-５ 定款に必要な情報 .......................................................................................... 13 
２-６ 登記申請書に必要な情報 ................................................................................ 14 
２-７ 出資金領収書に必要な情報 ............................................................................. 15 
２-８ 払込みを証する書面に必要な情報 .................................................................... 16 
２-９ 印刷 .............................................................................................................. 17 
２-１０ シートの構成 ............................................................................................... 18 



 3 

第１章 はじめに 

１-１ 本ツールの利用に当たっての留意事項 

英語による会社設立登記の申請書等作成支援ツール（以下「本ツール」という。）は、英語

を用いる申請人が、簡易な形態の会社を対象として会社設立登記に必要な登記の申請書及

びこれに添付する定款等を英語による入力・選択により作成することを支援するツールです。 

 

本ツールの利用条件は以下のとおりですので、利用する場合は、この資料のほか、本ツー

ルから出力される定款、登記申請書等をよくお読みいただき、設立しようとする会社に合った

内容となっているかどうかをよく確認してください。 

 

■ 本ツールの利用条件 

・株式会社（※）又は合同会社の設立登記であること 

・本店の所在地が東京都、大阪市、福岡市、札幌市、仙北市又は北九州市内であること 

・代表者本人による書面申請であること 

※発起設立の場合に限り、発起人が３名以内で全て自然人であり、かつ、公開会社でない

もの 

 

■ 本ツールの利用に必要な環境 

ＯＳ  Windows 10 、Windows 11(64bit、32bit)以降  

Office2016 以降 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 4 

１-２ 本ツールの設定 

本ツールはマクロ機能を利用しているため、起動後にマクロを有効にする必要があります。 

 

<Excel 2019 の場合> 

① 保護ビューの警告が出た場合は「編集を有効にする(E)」を押下して下さい。 

 

② セキュリティの警告が出た場合は「コンテンツの有効化」をクリックしてください。 

 

 

 

 

 

 

また、本ツールはインターネット接続可能な環境で使用してください。 
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１-３ 本ツールを起動する 

「合同会社（Limited Liability Company）.xlsm」を起動すると下記の画面（入力情報シート）が

表示されます。 

 

 

 

入力情報シートの「Value / 値」の項目に必要な情報を入力することで各種申請書等を作

成することができます。 
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第２章 入力情報シートへの入力方法 

２-１ 商号 

会社の商号を入力する欄です。 

 

商号の欄（Ｅｎｇｌｉｓｈ）を英語で入力してください。 

商号のフリガナ欄（日本語）は、日本語で入力できる場合に入力し、難しい場合は空欄として

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【商号】 

商号を英語で入力してください。 

【商号のフリガナ】 

日本語で入力できる場合は入力し、

難しい場合は空欄としてください。 
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２-２ 代表社員情報 

設立時代表社員の情報（氏名、住所、生年月日など）を入力する欄です。 

 

○設立時代表社員の氏名 

 Ｅｎｇｌｉｓｈ欄を英語で入力してください。 

 日本語欄は、日本語で入力できる場合に入力し、難しい場合は空欄としてください。 

 

○設立時代表社員の出資金 

 日本円表記により、数字で入力してください。 

 

○設立時代表社員の生年月日 

 西暦表記により、数字で入力してください。（例：1955/02/01(yyyy/mm/dd)） 

 

○設立時代表社員の住所 

 設立時代表社員が日本に住んでいるかどうかによって、入力の方法が異なります。 

 

 設立時代表社員が日本に住んでいる場合は、「Living in Japan/日本に住んでいる」ボタンを

クリックしてください。 

・ 「住所の郵便番号」欄が表示されますので、郵便番号の数字を入力してください。住所

の都道府県、市区町村の名称が自動で表示されます。 

・ 「住所の番地」欄は、数字で入力してください。 

・ 「建物名・部屋番号」欄は、住所として記載する必要がある場合に入力してください。記

載が不要の場合は、空欄としてください。 

 

 

 

「Living in Japan/日本に住んでいる」ボ

タンをクリック 

【氏名】 

英語で入力してください。 

日本語欄は、日本語で入力出来る場合は入

力し、難しい場合は空欄としてください。 

 

【建物名・部屋番号】 

住所として記載する必要がある場合のみ入力。 

日本語で入力できる場合は入力し、難しい場合は

空欄としてください。 
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 設立時代表社員が日本に住んでいない場合は、「Not Living in Japan/日本に住んでいない」

ボタンをクリックしてください。 

・ 「本国の住所」欄が表示されますので、Ｅｎｇｌｉｓｈ欄に英語で住所を記入してください。 

・ 日本語欄は、日本語で入力できる場合に入力し、難しい場合は空欄としてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「Not Living in Japan/日本に住んでいない」ボ

タンをクリック 

【本国の住所】 

英語で入力してください。 

日本語欄は、日本語で入力できる場合は入力し、難し

い場合は空欄としてください。 

 



 9 

２-３ 社員情報 

社員の情報（人数、氏名、住所）を入力する欄になります。 

なお、「社員 1」については、設立時代表社員で入力した情報が自動で表示されます。 

「社員 2」以降については、社員の人数に入力した数に応じて入力欄が表示されます。 

 

○社員の人数 

人数を数字で入力してください。1 人から 50 人まで入力することができます。 

 

 

○社員の氏名 

 Ｅｎｇｌｉｓｈ欄を英語で入力してください。 

 日本語欄は、日本語で入力できる場合に入力し、難しい場合は空欄としてください。 

 

○社員の出資金 

 日本円表記により、数字で入力してください。 

 

○社員の住所 

 設立時取締役が日本に住んでいるかどうかによって、入力の方法が異なります。 

 

 社員が日本に住んでいる場合は、「Living in Japan/日本に住んでいる」ボタンをクリックして

ください。 

・  「住所の郵便番号」欄が表示されますので、郵便番号の数字を入力してください。住所

の都道府県、市区町村の名称が自動で表示されます。 

・ 「住所の番地」欄は、数字で入力してください。 

・ 「建物名・部屋番号」欄は、住所として記載する必要がある場合に入力してください。記

載が不要の場合は、空欄としてください。 
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(日本に住んでいる場合) 

 

 

 設立時社員が日本に住んでいない場合は、「Not Living in Japan/日本に住んでいない」ボタ

ンをクリックしてください。 

・  「本国の住所」欄が表示されますので、Ｅｎｇｌｉｓｈ欄に英語で住所を記入してください。 

・ 日本語欄は、日本語で入力できる場合に入力し、難しい場合は空欄としてください。 

 

(日本に住んでいない場合) 

 

 

 

 

 

 

  

「Living in Japan/日本に住んでいる」ボ

タンをクリック 

「Not Living in Japan/日本に住んでいない」ボ

タンをクリック 
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２-４ 会社の情報 

会社の情報（本店の所在地、公告の方法、会社の目的など）を入力する欄です。 

 

○本店の所在地 

 「本店所在地の郵便番号」欄に、郵便番号の数字を入力してください。本店所在地の都道

府県、市区町村の名称が自動で表示されます。 

 「本店所在地の番地」欄は、数字で入力してください。 

 「建物名・部屋番号」欄は、所在地として記載する場合に入力してください。記載しない場合

は、空欄としてください。 

 

○公告をする方法 

 ドロップボックスから選択してください。 

 電子公告（electronic public notice）を選択した場合は、「電子公告ＵＲＬ」欄が表示され

ますので、電子公告をするウェブサイトのＵＲＬを入力してください。 

 

（電子公告の場合） 

 

 

 

○資本金の額 

日本円表記により、数字で入力してください。 

 

 

 

 

【公告をする方法】 
ドロップボックスから選択してください。 

ドロップボックスで選択した公告を

する方法の日本語訳が自動で表

示されます。 

電子公告を選択した場合

は、「電子公告の URL」欄

が表示されますので、電子

公告をするウェブサイトの

URL を入力してください。 
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○会社の目的 

会社の目的の数（最大 50 まで）を入力してください。入力した数分の目的欄が表示されます。 

目的は、ドロップボックスから選択する方法、又は英語で任意に記載する方法の２つの

方法により入力することができます。 

 

・ドロップボックスから選択する方法 

Ｅ列の欄のドロップボックスから目的に関係する業種を選択し、Ｆ列の欄のドロップボッ

クスから目的を選択してください。 

 

・英語で任意に記載する方法 

 Ｅ列の欄のドロップボックスから「(Free input)」を選択し、Ｆ列のＥｎｇｌｉｓｈ欄に英語で目的

を入力してください。日本語欄は、日本語で入力できる場合は入力し、難しい場合は空欄

としてください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

All businesses incidental to the preceding 

items.(前各号に付帯する一切の事業)を

選択した場合は、以降は入力・選択がで

きなくなります。 

ドロップボックスで選択した業種

の日本語訳が自動で表示され

ます。 

左記欄で(Free input)を選択した

場合で、日本語を入力できるとき

は入力し、難しいときは空欄として

ください。 

【業種の選択】 

ドロップボックスから目的に関係

する業種を選択してください。 

任意の目的を記載したい場合は

(Free input)を選択してください。 

【目的】 

左記欄で選択した業種に関連する

目的が表示されますので、ドロップ

ボックスから選択してください。 

左記欄で(Free input)を選択した場

合は、英語で目的を入力してくださ

い。 
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２-５ 定款に必要な情報 

定款に必要な情報（定款の作成年月日、事業年度の開始月など）を入力する欄です。 

 

○定款の作成年月日 

西暦表記により、数字で入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【事業年度の終了月】 
「事業年度の開始月」欄で入力した

月の前月が自動で表示されます。 
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２-６ 登記申請書に必要な情報 

登記申請書に必要な情報（登記申請の年月日、申請人の連絡先など）を入力する欄です。 

 

○登記申請の年月日 

 西暦表記により、数字で入力してください。 

 

○連絡先の電話番号 

 申請人につながる電話の番号を数字で入力してください。 

 

○連絡先の電子メールアドレス 

 申請人と連絡がとれる電子メールのアドレスを入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【登録免許税】 
「設立に際して出資される財

産の最低額」に入力した数字

により自動で計算して表示さ

れます。 

【登記所】 
本店の所在地に応じて自動

で表示されます。 
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２-７ 出資金領収書に必要な情報 

出資金領収書に必要な情報（書面作成の年月日）を入力する欄になります。 

 

○書面作成の年月日 

西暦表記により、数字で入力してください。 
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２-８ 払込みを証する書面に必要な情報 

払込みを証する書面に必要な情報（書面作成の年月日）を入力する欄になります。 

 

○書面作成の年月日 

西暦表記により、数字で入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 17 

２-９ 印刷 

 

 

（１） 各種申請書等を印刷する際は、それぞれのシートで画面左上の「ファイル」を選択。 

（２） 「印刷」を選択。 

（３） 「印刷」ボタンをクリックして出力して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

(1)「ファイル」を選択 

(3)「印刷」ボタンをクリック 

(2)「印刷」を選択 
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２-１０ シートの構成 

（１） 入力情報シート 

申請書に必要な情報を入力するためのシートになります。 
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（２） Articles of Incorporation 定款 
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（３） Application for Registration 登記申請書 
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（４） Certificate 払込みを証する書面 

１枚目に「証明書」が出力されます。 
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２枚目以降は「入力情報」シートで入力された社員の人数分の「領収書」が出力されます 
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（５） Seal (Revision Mark) Form 印鑑（改印）届書 
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（６） Seal Card Application form 印鑑カード 
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